
現況報告書様式（平成29年4⽉1⽇現在） 別紙１

１．法人基本情報

(1)都道府県区分 (2)市町村区分 (3)所轄庁区分 (4)法人番号 (5)法人区分 (6)活動状況

(7)法人の名称
(8)主たる事務所の住所
(9)主たる事務所の電話番号 (10)主たる事務所のＦＡＸ番号 (11)従たる事務所の有無
(12)従たる事務所の住所
(13)法人のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ
(15)法人の設⽴認可年⽉⽇ (16)法人の設⽴登記年⽉⽇

２．当該会計年度の初⽇における評議員の状況

(1)評議員の定員 (2)評議員の現員 (3-6)評議員全員の報酬等の総額（円）
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３．当該会計年度の初⽇における理事の状況

(1)理事の定員 (2)理事の現員 (3-12)理事全員の報酬等の総額（円）

〜
2 無

H28.4.30 H29.6.6 1 社会福祉事業の経営に関する識⾒を有する者 2 無 2 理事報酬のみ⽀給 6笹木　隆 1 理事⻑（会⻑等含む。） 平成22年4⽉30⽇ 2 非常勤 平成22年4⽉28⽇ 学識経験者

(3-7)理事の
所轄庁からの
再就職状況

(3-8)理事の任期 (3-9)理事要件の区分別該当状況

(3-10)各理
事と親族等特
殊関係にある
者の有無

(3-11)理事報酬等の⽀給形態

(3-13)前会
計年度におけ
る理事会への
出席回数

10名以上15名以内 15 984,000 2 特例無

(3-1)理事の⽒名

(3-2)理事の役職 (3-3)理事⻑への就任
年⽉⽇

(3-4)理事の
常勤・非常勤

(3-5)理事選任の評議
員会議決年⽉⽇ (3-6)理事の職業

荒山　直人 H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 0教育委員会 教育委員

⻄⽥　浩⼆ H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 3社会教育委員会 委員⻑

佐藤　善彰 H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 1教育振興会

出⽥　輝義 H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 2人権擁護委員

北　教⼦ H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 2保護司

堀下　琢磨 H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 1PTA連合会 会⻑

井上　留治 H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 2⽂化協会 会⻑

吉⽥　邦男 H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 3体育協会 理事⻑

宮野　康⼦ H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 2商⼯会⼥性部 副部⻑

岸本　美佐⼦ H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 1⼦ども会育成者連絡協議会 会⻑

四釜　隆 H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 3遺族会 会⻑

東志　京⼦ H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 2⾚⼗字奉仕団 副委員⻑

引地　和幸 H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 3⾝障福祉協会 副会⻑

村上　忠義 H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 3⽼人クラブ連合会 副会⻑

上家　博 H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 2農業委員会 会⻑

小玉　博崇 H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 2⻘少年健全育成町⺠会議 副代表

寺⽥　吉孝 H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 3安全・安⼼推進協会 会⻑

後木　智⼦ H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 1⺠⽣委員児童委員協議会 監事

山下　正勝 H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 1⺠⽣委員児童委員協議会 監事

⼯藤　盛雄 H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 1⺠⽣委員児童委員協議会 理事

古崎　正⽂ H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 1⺠⽣委員児童委員協議会 理事

平　幹夫 H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 1⺠⽣委員児童委員協議会 理事

政所　努 H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 1⺠⽣委員児童委員協議会 理事

星場　髙司 H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 1⺠⽣委員児童委員協議会 副会⻑

竹原　誠⼆ H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 1社会福祉法人明和会 常務理事

⻄野　巧洋 H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 2⾏政区⻑

東　隆夫 H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 3⾏政区⻑

松原　良⼆ H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 1⾏政区⻑

坂林　武 H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 3⾏政区⻑

三橋　重規 H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 3⾏政区⻑

山下　一男 H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 1⾏政区⻑

佐藤　章 H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 2⾏政区⻑

山下　正美 H29.4.1 H33.06 2 無 2 無 3⾏政区⻑

(3-1)評議員の⽒名 (3-3)評議員の任期 (3-4)評議員の所
轄庁からの再就職
状況

(3-5）他の社会福祉法人の評
議員・役員・職員との兼務状況

(3-7)前会計年度における評
議員会への出席回数(3-2)評議員の職業

http://www.shintotsukawa-shakyo.or.jp/ (14)法人のﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ shin-csw@bz01.plala.or.jp
昭和51年3⽉31⽇ 昭和51年9⽉3⽇

25名以上33名以内 33 0

社会福祉法人新⼗津川町社会福祉協議会
北海道 樺⼾郡新⼗津川町 字中央307番地１
0125-76-2600 0125-76-3505 2 無

01 北海道 432 樺⼾郡新⼗津川町 01000 7430005007420 02 社会福祉協議会 01 運営中
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４．当該会計年度の初⽇における監事の状況

(1)監事の定員 (2)監事の現員 (3-6)監事全員の報酬等の総額（円）

〜

〜

５．前会計年度・当会計年度における会計監査人の状況

６．当該会計年度の初⽇における職員の状況

(1)法人本部職員の人数
①常勤専従者の実数 ➁常勤兼務者の実数 ③非常勤者の実数

常勤換算数 常勤換算数
(2)施設・事業所職員の人数
①常勤専従者の実数 ➁常勤兼務者の実数 ③非常勤者の実数

常勤換算数 常勤換算数

７．前会計年度の評議員会の状況

(4)うち開催を省略した回数

８．前会計年度の理事会の状況

平成28年4⽉22⽇ 13 2 専決処分の報告、平成27年度事業報告、平成27年度収⽀決算報告、平成28年度補正予算案（第１号）

0

(1)理事会ごとの理事会
開催年⽉⽇

(2)理事会ごとの理事・監事
別の出席者数 (3)理事会ごとの決議事項

理事 監事

平成29年3⽉14⽇ 27 12 2
役員及び評議員の補充選任報告、中間監事監査報告、評議員選任・解任委員会の結果、定款の変更に伴う諸規程の承認、
平成28年度補正予算案（第３号）、平成29年度社協事業計画（案）、平成29年度社協収⽀予算（案）、
役員の任期満了に伴う役員選考委員会委員の選出

平成28年12⽉20⽇ 19 12 2 役員の補充選任報告、中間監事監査報告について、定款の変更、評議員選任・解任委員会運営細則の制定、平成28年度補正予算案（第２号）

平成28年4⽉28⽇ 25 14 1 役員及び評議員の補充選任報告、専決処分の報告、平成27年度事業報告、平成27年度収⽀決算報告、平成28年度補正予算案（第１号）、
任期満了に伴う役員の選任

(1)評議員会ごとの評議
員会開催年⽉⽇

(2)評議員会ごとの評議員・理事・監事・
会計監査人別の出席者数 (3)評議員会ごとの決議事項

評議員 理事 監事 会計監査人

1.6 1.5

3 2 12
1.4 7.7

2 2 2

(1-1)前会計年度の会計監査人の⽒名（監査法人の場合は監査法人名）
(1-2)前会計年度
の会計監査人の監
査報酬額（円）

(1-3)前年度
決算にかかる
定時評議員
会への出席の
有無

(2-1)当会計年度の会計監査人の⽒名（監査法人の場合は監査法人名）
(2-2)当会計年度
の会計監査人の監
査報酬額（円）

3 社会福祉事業に識⾒を有する者（その他） 3

林　敏幸 学識経験者 2 無 平成28年4⽉28⽇
H28.4.30 H29.6.6 6 財務管理に識⾒を有する者（その他） 5

(3-3)監事選任の評議
員会議決年⽉⽇

(3-4)監事の任期 (3-5)監事要件の区分別該当状況 (3-7)前会計年度におけ
る理事会への出席回数

土岐　典史 ⺠⽣委員児童委員協議会 会計 2 無 平成28年12⽉20⽇
H28.12.20 H29.6.6

２名 2 72,000

(3-1)監事の⽒名

(3-2)①監事の職業 (3-2)②監事の所轄庁からの再就職状況

2 無
H28.4.30 H29.6.6 1 社会福祉事業の経営に関する識⾒を有する者 2 無 2 理事報酬のみ⽀給 5浅川　博雅 3 その他理事 2 非常勤 平成28年4⽉28⽇ 学識経験者

2 無
H28.4.30 H29.6.6 1 社会福祉事業の経営に関する識⾒を有する者 2 無 2 理事報酬のみ⽀給 5野﨑　勇治 3 その他理事 2 非常勤 平成28年4⽉28⽇ 地方公務員

2 無
H28.4.30 H29.6.6 1 社会福祉事業の経営に関する識⾒を有する者 2 無 2 理事報酬のみ⽀給 6熊澤　定男 3 その他理事 2 非常勤 平成28年4⽉28⽇ 教育委員会 教育⻑職務代理者

2 無
H28.4.30 H29.6.6 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 2 理事報酬のみ⽀給 5村部　美津枝 3 その他理事 2 非常勤 平成28年4⽉28⽇ ⾚⼗字奉仕団 委員⻑

2 無
H28.4.30 H29.6.6 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 2 理事報酬のみ⽀給 6鈴木　喜代⼦ 3 その他理事 2 非常勤 平成28年4⽉28⽇ ⼥性団体連絡協議会 会⻑

2 無
H28.4.30 H29.6.6 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 2 理事報酬のみ⽀給 6美濃　弘⼦ 3 その他理事 2 非常勤 平成28年4⽉28⽇ ⾝障福祉協会 会⻑

2 無
H28.4.30 H29.6.6 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 2 理事報酬のみ⽀給 6鉢呂　幸雄 3 その他理事 2 非常勤 平成28年4⽉28⽇ ⽼人クラブ連合会 会⻑

2 無
H28.4.30 H29.6.6 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 2 理事報酬のみ⽀給 4伊藤　克嘉 3 その他理事 2 非常勤 平成28年4⽉28⽇ 商⼯会 副会⻑

2 無
H28.4.30 H29.6.6 3 施設の管理者 2 無 2 理事報酬のみ⽀給 5八木　仁司 3 その他理事 2 非常勤 平成28年4⽉28⽇ 社会福祉法人明和会 施設⻑

2 無
H28.4.30 H29.6.6 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 2 理事報酬のみ⽀給 6笠井　正憲 3 その他理事 2 非常勤 平成28年4⽉28⽇ ⾏政区⻑

2 無
H28.4.30 H29.6.6 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 2 理事報酬のみ⽀給 6大窪　敏⽂ 3 その他理事 2 非常勤 平成28年4⽉28⽇ ⾏政区⻑

2 無
H28.4.30 H29.6.6 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 2 理事報酬のみ⽀給 5照井　光一 3 その他理事 2 非常勤 平成28年4⽉28⽇ ⾏政区⻑

2 無
H29.3.14 H29.6.6 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 2 理事報酬のみ⽀給 2出村　誠 3 その他理事 2 非常勤 平成29年3⽉14⽇ ⺠⽣委員児童委員協議会 会⻑

2 無
H28.4.30 H29.6.6 1 社会福祉事業の経営に関する識⾒を有する者 2 無 2 理事報酬のみ⽀給 5⻄内　陽美 3 その他理事 2 非常勤 平成27年5⽉11⽇ 町議会議員
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(4)うち開催を省略した回数

９．前会計年度の監事監査の状況

(1)監事監査を実施した監事の⽒名

(2)監査報告により求められた改善すべき事項

(3)監査報告により求められた改善すべき
　　　事項に対する対応

１０．前会計年度の会計監査の状況

(1)会計監査人による会計監査報告における意⾒の区分

(2)会計監査人による監査報告書

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(1)社会福祉事業の実施状況

イ大規模修繕

平成28年1⽉1⽇ 0 0
ア建設費 0140

⽣活⽀援総
合事業拠点
区分

06320801 （公益）ボランティアの育成に関する事業 新⼗津川町社会福祉協議会（ボランティアセンター）
北海道 樺⼾郡新⼗津川町 字中央307番地１ 1 ⾏政からの賃借等 1 ⾏政からの賃借等

イ大規模修繕

1 ⾏政からの賃借等 平成9年4⽉1⽇ 10 2,002
ア建設費 0130

地域活動⽀
援センター
事業拠点区
分

02130501 地域活動⽀援センター 新⼗津川町社会福祉協議会　地域活動⽀援センターあざれあ⼯房
北海道 樺⼾郡新⼗津川町 字中央307番地１ 1 ⾏政からの賃借等

イ大規模修繕

平成16年4⽉1⽇ 0 662
ア建設費 0120

居宅介護等
事業拠点区
分

06260301 （公益）居宅介護⽀援事業 新⼗津川町社会福祉協議会　居宅介護⽀援事業所
北海道 樺⼾郡新⼗津川町 字中央307番地１ 1 ⾏政からの賃借等 1 ⾏政からの賃借等

イ大規模修繕

1 ⾏政からの賃借等 平成12年4⽉1⽇ 0 5,373
ア建設費 0120

居宅介護等
事業拠点区
分

06260101 （公益）居宅サービス事業（訪問介護） 新⼗津川町社会福祉協議会　訪問介護事業所
北海道 樺⼾郡新⼗津川町 字中央307番地１ 1 ⾏政からの賃借等

イ大規模修繕

平成12年4⽉1⽇ 0 526
ア建設費 0120

居宅介護等
事業拠点区
分

06260102 （公益）居宅サービス事業（訪問⼊浴介護） 新⼗津川町社会福祉協議会　訪問⼊浴介護事業所
北海道 樺⼾郡新⼗津川町 字中央307番地１ 1 ⾏政からの賃借等 1 ⾏政からの賃借等

イ大規模修繕

1 ⾏政からの賃借等 昭和51年9⽉3⽇ 0 0
ア建設費 0110 社協事業拠

点区分

01060201 ⽣計困難者に対する資⾦融通事業 新⼗津川町社会福祉協議会（福祉資⾦貸付）
北海道 樺⼾郡新⼗津川町 字中央307番地１ 1 ⾏政からの賃借等

イ大規模修繕

昭和51年9⽉3⽇ 0 0
ア建設費 0110 社協事業拠

点区分

02210201 社会福祉事業に関する助成 新⼗津川町社会福祉協議会（共同募⾦配分⾦）
北海道 樺⼾郡新⼗津川町 字中央307番地１ 1 ⾏政からの賃借等 1 ⾏政からの賃借等

イ大規模修繕

1 ⾏政からの賃借等 昭和51年9⽉3⽇ 0 0
ア建設費 0110 社協事業拠

点区分

06000001 寄付⾦を管理する事業 新⼗津川町社会福祉協議会（寄附⾦管理）
北海道 樺⼾郡新⼗津川町 字中央307番地１ 1 ⾏政からの賃借等

イ大規模修繕

昭和51年9⽉3⽇ 0 0
ア建設費 0110 社協事業拠

点区分

00000001 本部経理区分 新⼗津川町社会福祉協議会（法人運営）
北海道 樺⼾郡新⼗津川町 字中央307番地１ 1 ⾏政からの賃借等 1 ⾏政からの賃借等

ウ　延べ床面積

イ　大規模修繕 （ア）－１修繕年⽉⽇
（１回目）

（ア）－２修繕年⽉⽇
（２回目）

（ア）－３修繕年⽉⽇
（３回目）

（ア）－４修繕年⽉⽇
（４回目）

（ア）－5修繕年⽉⽇
（５回目） （イ）修繕費合計額（円）

ア　建設費 （ア）建設年⽉⽇ （イ）⾃⼰資⾦額（円） （ウ）補助⾦額（円） （エ）借⼊⾦額（円） （オ）建設費合計額（円）

④事業所の土
地の保有状況

⑤事業所の建
物の保有状況

⑥事業所単位での事業開
始年⽉⽇

⑦事業所単
位での定員

⑧年間(4⽉〜3
⽉）利⽤者延べ総
数（人／年）

⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）

①-1拠点区
分コード分
類

①-2拠点区
分名称

①-3事業類型コー
ド分類 ①-4実施事業名称 ➁事業所の名称

③事業所の所在地

なし

なし

0

小野　仁司
林　敏幸
土岐　典史

平成29年1⽉25⽇ 14 2 役員及び評議員の補充選任報告、定款の変更に係る認可、社会福祉法人に係る指導監査の結果、副会⻑の互選、会⻑職務代理者の指名、
役員の報酬及び費⽤弁償⽀給規程の一部改正、指導監査結果措置状況報告書の提出、評議員選任・解任委員会の招集、評議員候補者の推薦

平成29年3⽉1⽇ 13 2
評議員選任・解任委員会の結果、地域福祉委員会の協議事項、居宅介護事業等経営委員会の協議事項、
地域活動⽀援センター運営委員会の協議事項、諸規程の一部改正、平成28年度補正予算案（第３号）、
平成29年度事業計画（案）、平成29年度収⽀予算（案）

平成28年9⽉12⽇ 15 2 評議員の補充選任報告、平成28年度新⼗津川町社会福祉大会・福祉のつどい、平成28年度社会福祉協議会会⻑顕彰者の選考

平成28年12⽉7⽇ 12 2 役員の補充選任報告、定款の変更、評議員選任・解任委員会運営細則の制定、評議員選任・解任委員会委員の選任、諸規程の一部改正、
平成28年度補正予算案（第２号）

平成28年4⽉30⽇ 14 1 会⻑及び副会⻑の互選、会⻑職務代理者の指名



現況報告書様式（平成29年4⽉1⽇現在） 別紙１

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(2)公益事業

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(3)収益事業

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(4)備考

11-2．うち地域における公益的な取組（地域公益事業含む）（再掲）

１２．社会福祉充実残額及び社会福祉充実計画の策定の状況  （社会福祉充実残額算定シートを作成するまで編集することはできません）

（1）社会福祉充実残額の総額（円）
（2）社会福祉充実計画における計画額（計画期間中の総額）
　　①社会福祉事業又は公益事業（社会福祉事業に類する小規模事業）（円）
　　②地域公益事業（円）
　　③公益事業（円）
　　④合計額（①＋②＋③）（円）
（3）社会福祉充実残額の前年度の投資実績額
　　①社会福祉事業又は公益事業（社会福祉事業に類する小規模事業）（円）
　　②地域公益事業（円）
　　③公益事業（円）
　　④合計額（①＋②＋③）（円）
（4）社会福祉充実計画の実施期間 〜

１３．透明性の確保に向けた取組状況

(1)積極的な情報公表への取組
　①任意事項の公表の有無
　　㋐事業報告
　　㋑財産目録
　　㋒事業計画書
　　㋓第三者評価結果
　　㋔苦情処理結果
　　㋕監事監査結果
　　㋖附属明細書
(2)前会計年度の報酬・補助⾦等の公費の状況
　①事業運営に係る公費（円）
　➁施設・設備に係る公費（円）
　③国庫補助⾦等特別積⽴⾦取崩累計額（円）
(3)福祉サービスの第三者評価の受審施設・事業所について

１４．ガバナンスの強化・財務規律の確⽴に向けた取組状況

(1)会計監査人非設置法人における会計に関する専門家の活⽤状況
　①実施者の区分
　➁実施者の⽒名（法人の場合は法人名）
　③業務内容
　④費⽤［年額］（円）
(2)法人所轄庁からの報告徴収・検査への対応状況
　①所轄庁から求められた改善事項

　➁実施した改善内容 １　役員報酬について
「社会福祉法人新⼗津川町社会福祉協議会 役員の報酬及び費⽤弁償⽀給規程」を一部改正するとともに、勤務

給規程」に基づき、⼼配ごと相談員に対し、⽇当として1,800円を⽀出しているが、⼼配ごと相談委員会が
設けられていないこと及び⼼配ごと相談員研修は会議ではなく研修という位置づけであることから、上記規程に
は⽇当の⽀出根拠がないことが認められた。また、当該研修の実施結果の記録が整備されていないことが認めら
れた。ついては、上記規程を改善整備するとともに、実施結果の記録を整備し、⽀出根拠を明確にすること。

１　役員報酬について（平成28年12⽉7⽇）
会⻑、副会⻑、理事及び監事に対し、役員報酬を⽀給しているが、勤務実態に係る記録を整備していないことが
認められたので、勤務実態に即した⽀給であることを明確にするため、勤務実態に係る記録を整備すること。
２　⼼配ごと相談員研修に係る⽇当について（平成28年12⽉7⽇）
⼼配ごと相談員研修を実施した際には、「社会福祉法人新⼗津川町社会福祉協議会 役員の報酬及び費⽤弁償⽀

イ　財務会計に関する事務処理体制の向上に対する⽀援
349,920

04 税理⼠法人
税理⼠法人さくら総合会計

1 有

59,050,592
0

51,193,877

施設名 直近の受審年度

1 有
1 有
1 有
3 該当なし
3 該当なし
1 有

0
0
0

0

0
0
0
0

0

地域における公益的な取
組

給食サービス事業 新⼗津川町内
調理が困難な⾼齢者等に対し、毎週⽕曜⽇及び⽔曜⽇に給食（弁当）を提供する。

①取組類型コード分類
➁取組の名称 ③取組の実施場所(区域)

④取組内容

（イ）修繕費合計額（円）イ　大規模修繕 （ア）－１修繕年⽉⽇
（１回目）

（ア）－２修繕年⽉⽇
（２回目）

（ア）－３修繕年⽉⽇
（３回目）

（ア）－４修繕年⽉⽇
（４回目）

（ア）－5修繕年⽉⽇
（５回目）

⑦事業所単
位での定員

⑧年間(4⽉〜3
⽉）利⽤者延べ総
数（人／年）

⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）

ア　建設費 （ア）建設年⽉⽇ （イ）⾃⼰資⾦額（円） （ウ）補助⾦額（円） （エ）借⼊⾦額（円） （オ）建設費合計額（円） ウ　延べ床面積

①-1拠点区
分コード分
類

①-2拠点区
分名称

①-3事業類型コー
ド分類 ①-4実施事業名称 ➁事業所の名称

③事業所の所在地 ④事業所の土
地の保有状況

⑤事業所の建
物の保有状況

⑥事業所単位での事業開
始年⽉⽇

（イ）修繕費合計額（円）イ　大規模修繕 （ア）－１修繕年⽉⽇
（１回目）

（ア）－２修繕年⽉⽇
（２回目）

（ア）－３修繕年⽉⽇
（３回目）

（ア）－４修繕年⽉⽇
（４回目）

（ア）－5修繕年⽉⽇
（５回目）

⑧年間(4⽉〜3
⽉）利⽤者延べ総
数（人／年）

⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）

ア　建設費 （ア）建設年⽉⽇ （イ）⾃⼰資⾦額（円） （ウ）補助⾦額（円） （エ）借⼊⾦額（円） （オ）建設費合計額（円） ウ　延べ床面積

①-1拠点区
分コード分
類

①-2拠点区
分名称

①-3事業類型コー
ド分類 ①-4実施事業名称 ➁事業所の名称

③事業所の所在地 ④事業所の土
地の保有状況

⑤事業所の建
物の保有状況

⑥事業所単位での事業開
始年⽉⽇

⑦事業所単
位での定員



現況報告書様式（平成29年4⽉1⽇現在） 別紙１

１５．その他

退職⼿当制度の加⼊状況等（複数回答可）
① 社会福祉施設職員等退職⼿当共済制度（(独)福祉医療機構）に加⼊
② 中小企業退職⾦共済制度（(独)勤労者退職⾦共済機構）に加⼊
③ 特定退職⾦共済制度（商⼯会議所）に加⼊
④ 都道府県社会福祉協議会や都道府県⺠間社会福祉事業職員共済会等が⾏う⺠間の社会福祉事業･施設の職員を対象とした退職⼿当制度に加⼊
⑤ その他の退職⼿当制度に加⼊（具体的に：●●●　　）
⑥ 法人独⾃で退職⼿当制度を整備
⑦ 退職⼿当制度には加⼊せず、退職給付引当⾦の積⽴も⾏っていない

1 有
2 無

1 有
2 無
2 無

2 無

実態に係る記録を整備する。
２　⼼配ごと相談員研修に係る⽇当について
「社会福祉法人新⼗津川町社会福祉協議会 役員の報酬及び費⽤弁償⽀給規程」を一部改正するとともに、研修
会実施の記録を整備する。


